
平成30年度 随意契約一覧
　　　　　　　　　　【古河赤十字病院】

物品等又は役務の名称及び数
量

随意契約担当部課の名称および所在地 契約年月日 契約相手先 随意契約に係る契約金額 随意契約理由

ホルタ-解析装置
経営管理課
茨城県古河市下山町1150

平成30年4月2日
フクダ電子南関東販売（株）
茨城県つくば市春日3-5-6 4,968,000

詳細の機種、使用等適合性の部分での問題から機種選定
に比重をおいたため随意契約とした。

生理検査サーバー
経営管理課
茨城県古河市下山町1150

平成30年5月23日
フクダ電子南関東販売（株）
茨城県つくば市春日3-5-6 5,832,000

詳細の機種、使用等適合性の部分での問題から機種選定
に比重をおいたため随意契約とした。

ＳＦＣ栄養管理システム
経営管理課
茨城県古河市下山町1150

平成30年5月28日
株式会社　エスエフシー新潟
千葉県稲毛区作草部町658-1 2,916,000

当該物品に必要な技術、性能等を有するのは契約業者の
みであることから、契約の性質又は目的が競争を許さない
場合に該当するため

全自動輸血検査装置
経営管理課
茨城県古河市下山町1150

平成30年6月12日
アズサイエンス（株）
栃木県宇都宮市平出町385-15 4,752,000

詳細の機種、使用等適合性の部分での問題から機種選定
に比重をおいたため随意契約とした。

輸血検査システム
経営管理課
茨城県古河市下山町1150

平成30年6月12日
アズサイエンス（株）
栃木県宇都宮市平出町385-15 5,011,200

詳細の機種、使用等適合性の部分での問題から機種選定
に比重をおいたため随意契約とした。

ＩＰＣ鼻耳セット
経営管理課
茨城県古河市下山町1150

平成30年8月1日
サンメディックス（株）
栃木県小山市犬塚2-6-10 5,159,947 手術実施に伴い、医師の指定及び早急な整備が必要

医用テレメータ
経営管理課
茨城県古河市下山町1150

平成30年8月16日
サンメディックス（株）
栃木県小山市犬塚2-6-10 2,302,257

当該物品に必要な技術、性能等を有するのは契約業者の
みであることから、契約の性質又は目的が競争を許さない
場合に該当するため（日本赤十字社会計規則36条第3項）

ＩＴＶ設備　ネットワークビデオレ
コーダー

経営管理課
茨城県古河市下山町1150

平成30年10月31日 エスパテクノ（株） 1,512,000
詳細の機種、使用等適合性の部分での問題から機種選定
に比重をおいたため随意契約とした。

耳音響放射検査装置
経営管理課
茨城県古河市下山町1150

平成30年10月31日
サンメディックス（株）
栃木県小山市犬塚2-6-10 2,308,250 手術実施に伴い、医師の指定及び早急な整備が必要

全自動生化学分析装置
経営管理課
茨城県古河市下山町1150

平成30年11月15日
アズサイエンス（株）
栃木県宇都宮市平出町385-15 13,392,000 詳細の機種、使用等適合性の部分での問題から機種選定

に比重をおいたため随意契約とした。

全身麻酔器
経営管理課
茨城県古河市下山町1150

平成31年1月25日
サンメディックス（株）
栃木県小山市犬塚2-6-10 1,620,000

当該物品に必要な技術、性能等を有するのは契約業者の
みであることから、契約の性質又は目的が競争を許さない
場合に該当するため

原水前処理装置
経営管理課
茨城県古河市下山町1150

平成31年2月9日
株式会社　ムサシエンジニヤリング
茨城県牛久市ひたち野西4-22-4 4,158,000 透析実施ができるよう至急な整備が必要であった為

内視鏡システム
経営管理課
茨城県古河市下山町1150

平成31年3月19日
富士フィルムメディカル株式会社
茨城県土浦市下港町1-10-7 5,500,000

詳細の機種、使用等適合性の部分での問題から機種選定
に比重をおいたため随意契約とした。

画像ファイリングシステム
経営管理課
茨城県古河市下山町1150

平成31年3月28日
(株)テック情報
徳島県板野郡板野町犬伏宇東谷6-
33

14,580,000
詳細の機種、使用等適合性の部分での問題から機種選定
に比重をおいたため随意契約とした。

備考

　　　単価を記載した場合には予定調達総額を記載する。

　（1）　公表対象の随意契約が単価契約である場合には、契約金額欄に契約単価又は予定調達総額を記載するとと

　（2）　必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

　（3）　随意契約によることとした理由については、単に根拠条文を引用するのみでなく、具体的理由を簡潔に記載する。


